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那須塩原市は、民間の能力を活用し、住民サービスの向上と経費の削減を図るため、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」という。）第２４４条の２第３

項及び那須塩原市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１

７年那須塩原市条例第２３０号）第２条の規定により、下記のとおり当該施設を管理

する指定管理者の候補者を募集する。 

 

Ⅰ 対象施設の概要 
１ 名称及び所在地 

有料施設の状況 
名称 西那須野駅東口自転車駐車場 西那須野駅西口自転車駐車場 

所在地 永田町 1番 24号 扇町 1番 18号 

開設年月日 平成 3年 4月 1日 平成 22年 4月 8 日 

敷地面積 694.0㎡ 968.8㎡ 

延べ床面積 
1,054.0 ㎡ 

（1 階 527.0㎡、2階 527.0㎡） 

955.3㎡ 

（1階 477.65㎡、2階 477.65㎡） 

構造 鉄骨造 2階建 鉄骨造 2階建 

収容台数 
自転車 582台   

原動機付自転車 61台 

自転車 409台   

原動機付自転車 32台 

営業時間 午前 6時 30分から午後 9時まで 午前 6時 30分から午後 9時まで 

休業日 12 月 31日から翌年の 1月 3 日まで 12月 31日から翌年の 1月 3日まで 

入出庫の 

管理方法 
管理人による管理 管理人による管理 

その他  施設内に公衆トイレ併設（17.3㎡） 

    

 ２ 施設の設置目的 

   自転車の利用者の利便を図るとともに、自転車の放置を防止し、都市の美観と

良好な交通環境を保持することを目的とする。 

 

 ３ 実績 

⑴ 指定管理料（過去３年間） 
年度 指定管理料（年額） 

令和２（2020）年度 １４，４４５，０００円 

令和３（2021）年度 １３，９８８，０００円 

令和４（2022）年度 １３，９８８，０００円 
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⑵ 施設利用台数 

自転車駐車場名 
利用台数（台） 

令和２（2020）年度 令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 

西那須野駅東口 ９，５７１ １１，７０２ １２，６７０ 

西那須野駅西口 ８，２４５ １０，４０９ １０，６２６ 

計 １７，８１６ ２２，１１１ ２３，２９６ 

 

⑶ 自転車駐車場使用料 

自転車駐車場名 
使用料（円） 

令和２（2020）年度 令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 

西那須野駅東口 ７，０２７，３５０ ７，８０７，９００ ７，２６８，８００ 

西那須野駅西口 ３，１６９，８００ ３，６８８，３５０ ３，５０４，１５０ 

計 １０，１９７，１５０ １１，４９６，２５０ １０，７７２，９５０ 

 

Ⅱ 管理運営の条件 
 １ 管理の基本方針 

  ⑴ 関係法令、条例、規則等を遵守し、施設の設置目的に沿った管理運営を行う

こと。 

  ⑵ 利用者の平等な利用を確保し、差別的扱いをしないこと。 

  ⑶ 利用者や地域住民の意見・要望を適切に管理運営に反映し、サービスの向上

に努めること。 

  ⑷ 効率的かつ効果的な管理運営を行い、経費削減に努めること。 

 

 ２ 管理の基準 

   別紙仕様書のとおり 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲  

指定管理者が行う業務の範囲は、下記に掲げる業務とする（詳細については、

仕様書のとおり。）。 

なお、指定管理者は指定管理業務を一括して第三者に委託することはできない

が、部分的な業務については、専門の事業者に再委託することが可能である。 

⑴ 自転車駐車場の利用の許可等に関する業務 

⑵ 自転車駐車場の施設（附属施設、設備、器具及びそれらに附随する物品類を

含む。）の維持管理に関する業務 

⑶ ⑴、⑵に掲げる業務に附帯する業務 
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 ４ 指定の期間 

令和６（2024）年４月１日から令和９（2027）年３月３１日まで（３年間を予

定） 

⑴ 指定の期間は、議会の議決を経て、正式に確定する。 

⑵ 那須塩原市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例第９条

第１項の規定に基づき、指定後であっても、指定管理者の責めに帰すべき事由

より当該指定管理者による管理を継続することができないと認められる場合に

は、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を

命ずることがある。 

 

５ 指定管理料（委託料） 

⑴ 指定管理料の基準額 

指定期間３年間の指定管理料の提案上限額は、５４，０００千円（消費税及び 

地方消費税を含む。）とする。 

また、提案額は指定期間における指定管理料の上限額とし、各年度の指定管理 

料は指定管理者の提案額を基準に、市と指定管理者が協議を行い年度ごとに決

定する。 

なお、各年度の指定管理料決定のための協議の際に、指定管理者による管理

運営の水準が、この募集要項や事業計画書、協定で定めたものに満たなかった

場合には、指定管理料の減額を行うことがある。 

 

    【参考】別紙 指定管理料積算内訳のとおり 

⑵ 施設使用料の取扱い 

 施設の利用に際して利用者が支払う使用料は、市の歳入とする。なお、指定

管理者は自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条に基づく使用料

徴収事務を代行し、市に徴収した使用料を納付するものとする。 

⑶ 支払方法 

指定管理料は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに、指定

管理者からの請求に基づき分割して支払う予定である。なお、支払方法・回数

等については市と指定管理者で協議のうえ定める。 

 

６ 指定管理料に含まれる経費 

人件費・管理費（消耗品費、光熱水費、修繕費等）・事務費 

 

７ 修繕費の取扱い 

指定管理者は、施設、設備等の不具合（軽微なものを除く。）を発見した場合は、

速やかに市に連絡すること。 

施設、設備等の修繕は、指定管理者がその負担で遅延なく実施しなければなら

ない。ただし、資本的支出に該当する場合、修繕に係る見積額が１件１０万円以

上となる場合又は後述する年間修繕料を超える場合は、市の負担において修繕す

るよう協議を求めることができる。 

指定管理者がその負担で行う年間修繕料の目安は、次のとおりとする。当該年

間修繕料は、指定管理料に含まれるものとし、実際に支出した修繕料の額が当該
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年間修繕料の額を下回る場合は、毎年度精算を行い、その差額を市に返還しなけ

ればならない。 

年間修繕料２０万円 

なお、行った修繕全ての報告を定期的に提出すること。 

  

８ その他 

指定管理期間中、関係法令に改正があった場合は、改正された内容で管理する

ものとし、改正に伴い費用が増減する場合は、協議により指定管理料を改正する

ものとする。 

また、市の方針により管理方法等が変更となった場合についても、変更となっ

た内容で管理するものとし、協議により指定管理料を改正するものとする。 

 

Ⅲ 申請の手続 
 １ 申請書の提出 

⑴ 提出期限 

     令和５（2023）年７月 26日（水）17時必着 

  ⑵ 提出先  那須塩原市市民生活部生活課交通対策係 

         住所：那須塩原市共墾社１０８番地２ 

         電 話：0287-62-7127 

         ＦＡＸ：0287-62-7202 

         E-mail：seikatsu@city.nasushiobara.tochigi.jp 

  ⑶ 提出方法 上記の提出先へ持参又は郵送すること。 

         郵送の場合も、令和５(2023)年７月 26日（水）17時必着とする。 

  ⑷ 提出部数 紙媒体４部（正本１部、副本３部） 

及び提出書類一式の電子データ（副本１部） 

 

 ２ 申請資格等 

  指定管理者の指定申請を行う者（共同事業体による申請にあっては、全ての構

成団体）は、次の資格を満たすことを要する。 

  ⑴ 市内に事務所又は事業所有する法人その他の団体（選定委員会で決定事項） 

  ⑵ 法人等又はその代表者が次の事項に該当しないこと。 

ア 法律行為を行う能力を有しない者 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始又は民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをした

者 

ウ 自治法施行令第１６７条の４の規定により本市における一般入札等の参加

を制限されている者 

エ 自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことが

ある者 

オ 那須塩原市暴力団排除条例（平成２４年那須塩原市条例第３号）第２条第

１号、第５号又は第６号に該当する者 

カ 国税又は那須塩原市の市税を滞納している者 

⑶ 次のいずれにも該当する団体であること。 
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ア 施設の運営が住民の平等利用を確保することができる団体であること。 

イ 施設の効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経費の縮減が

図られる団体であること。 

ウ 管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有する団体であること。 

 

 ３ 提出書類等 

申請にあたっては、次の書類を提出すること。所定の様式に記入しきれない場合

は、適宜書類を追加すること。 

  ⑴ 提出書類 

ア 指定申請書（様式第１号） 

イ 当該施設の事業計画書（様式第２号） 

ウ 当該施設の管理に関する業務の収支予算書（様式第３号） 

エ 定款その他根本規則の写し及び登記簿謄本（法人以外の団体は会則等） 

オ 当該団体の直近３ヵ年の決算書（貸借対照表、損益計算書、正味財産増減

計算書、収支計算書等） 

カ 役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類 

キ 国税及び那須塩原市税（市内に事業所を有する場合に限る。）の納税証明書 

ク 共同事業体で申請する場合は、共同事業体協定書兼委任状（参考様式） 

ケ その他必要な書類 

  ⑵ 申請に際しての留意事項 

   ア 提出書類の変更の禁止 

     提出期限後においては、提出書類の内容変更は原則認めないこととする。 

   イ 虚偽の記載をした場合の失格 

     提出書類の内容に虚偽又は不正があった場合は失格とする場合がある。 

   ウ 提出書類の取扱い 

     提出書類は、理由のいかんに関わらず返却しないこととする。 

   エ 申請の辞退 

     書類提出後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出すること。 

   オ 提出書類の著作権及び公表 

     提出書類の著作権は、申請者に帰属する。ただし、指定管理者に選定され

た法人等の提出書類については、その全部又は一部を無償で使用できるもの

とする。 

   カ 費用負担 

     申請に要する費用は、全て申請者の負担とする。 

   キ 追加書類の提出 

     市は、提出された書類を補足する資料の提出を求める場合がある。 

ク 重複申請の禁止 

共同事業体の構成団体は、別の共同事業体の構成団体となっていないこと

又は、単独の申請者となっていないこと。 
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 ４ 公募説明会 

   申請方法、申請書類、指定管理業務、現場の状況等について説明会を次のとお

り開催する。 

なお、説明会への出席は任意とし、指定申請の要件ではない。 

  ⑴ 日  時 令和５年（2023）７月 13日（木）(時間は別途通知） 

  ⑵ 場  所 那須塩原市役所 

  ⑶ 参加人数 １団体２名以内 

  ⑷ 申込方法 参加申込書を７月５日（水）までに、前記Ⅲ「申請の手続」１⑵

へファクシミリ又は電子メールで送付すること。 

 

５ 質問事項の受付 

   申請にあたって質問がある場合は、次のとおり受け付ける。 

  ⑴ 質問受付 

   ア 令和５（2023）年７月６日（木）～７月 12日（水）までの期間 

   イ 質問は、質問票により行う。（電話、口頭による質問は受け付けない。） 

   ウ 質問票は、前記Ⅲ「申請の手続」１⑵へファクシミリ又は電子メールで送

付すること。 

  ⑵ 回答方法 

   ア 質問に対する回答は、質問票を受理してからおおむね３日程度で回答する。 

   イ 回答は、情報共有を図るため質問した法人等だけでなく、申請を予定して

いる全法人等を対象に電子メールで行う。配信を希望する法人等は、事前に

連絡すること。 

 

Ⅳ ヒアリング・選定基準 
 応募団体に対するヒアリングを実施する。ヒアリング内容をもとに選定委員会で

審査し、指定管理者候補者として選定される。 

 【選定基準】 

① 施設の管理運営能力（配点）３０点 

・申請団体の経営状況 

・管理運営に係る人的体制等 

② 住民サービスの向上（配点）４０点 

・利用者の平等な利用の確保 

・利用者に対するサービスの向上 

・施設の効果的な活用 

③ 管理経費の縮減（配点）３０点 

・指定管理料の提案額 

 

  【ヒアリング日程】 

 ① 日  時  令和５（2023）年８月９日（水）15時 30分～ 

         １団体あたり説明時間３０分程度、質疑時間１５分程度 

 ② 場  所   那須塩原市役所 会議室 

 ③ 参加人数  １団体３名以内 
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④ その他   応募者多数の場合、実施時間が変更になる場合がある。なお、応募

した全法人等あてに、個別に実施日時等を通知する予定。 

 

Ⅴ 選定結果及び指定の通知等 
  ⑴ 選定結果については、応募全法人等に文書で通知する。 

  ⑵ 指定管理者の候補者に選定された法人等は、自治法の規定に基づき議会の議

決により確定し、議決後告示するとともに文書にて指定又は不指定を通知する。 

Ⅵ 協定の締結 
  市は、指定管理者の指定後、指定管理者と施設の管理に関する細目的事項を協議

し、下記事項を内容とする協定を締結する。 

  ⑴ 基本協定 

指定期間全体（３年間）を通じて適用する事項については包括協定を締結する。 

   ・基本協定の主な内容（予定） 

   ① 管理業務の基本的項目（業務の内容、管理施設の範囲等） 

   ② 指定管理料及び利用料金に関する事項 

   ③ 管理業務に関する責任分担に関する事項 

   ④ 事業計画書及び事業報告書の提出に関する事項 

   ⑤ 業務報告に関する事項（定期報告等） 

   ⑥ 指定の取消し等に関する事項 

   ⑦ 秘密保持、情報公開、個人情報の保護に関する事項 

   ⑧ 管理業務の引継ぎに関する事項 

   ⑨ その他 

  ⑵ 年度協定 

年度（４月１日～翌年３月３１日）ごとに取り決めるべき事項については、

年度協定を締結する。 

   ・年度協定の主な内容（予定） 

   ① 当該年度の管理業務の内容に関する事項 

   ② 指定管理料及び利用料金に関する事項 

   ③ その他 

  ⑶ その他 

    指定管理者が管理の開始前までに次に掲げる事項のいずれかに該当するとき

は、指定管理者の指定を取消し、協定を締結せず、又は協定を解除できるもの

とする。 

   ① 財務状況の悪化等により事業の履行が確実ではないと認められるとき。 

   ② 社会的信用を著しく損なうなど指定管理者としてふさわしくないと認めら

れるとき。



 

〈別紙 1〉指定管理料積算内訳 

項  目 
積算額 

（千円） 
内  訳 

年間収入   

（１）指定管理料 １８，０００  

年間収入合計 １８，０００  

年間支出   

（１）人件費 １３，０３８ ・常勤１名（２交代制）  

（２）事務費 １，９５５ ・事務費 

（３）委託料 ４０４ 
・機械整備委託料 

・設備系保守委託 他 

（４）賃借料 ２００ ・パソコン、レジ 他 

（５）消耗品費 ２８８ 
・日常清掃用具等消耗品 

・施設関連等消耗品 他 

（６）修繕費 ２００ ・管理機器修繕 他 

（７）光熱水費 １，３５１ 
・上下水道代   

・電気代  他 

（８）通信運搬費 １００ ・電話料金 他 

（９）使用料 １００ ・ＮＨＫ放送受信料 他 

（１０）負担金 １００ ・消防管理者負担金 他 

（１１）保険料 １０ ・施設賠償責任保険、火災保険等 

（１２）諸経費 ２５４ ・ごみ処分料 他 

年間支出合計 １８，０００  

 

 

 

 


